
第5章 自治体による保証に基づ く耐震補強奨励制度の効果に関する分析

5.5住 宅1万 棟 に対する制度の導入効果の分析結果

5.5. 11972-1981年 建 築の 住 宅1万 棟 で の住民 側の 費 用負 担 の変 化

まず初めに,1972-1981年 建築の木造住宅1万 棟 を対象 とす る.図5-8は,耐 震補強保証制度の加入

率を変化させた場合 に,1万 棟の うちで全壊.半 壊す る棟数が想定地表最大速度(PGV)に 応 じてどのよ

うに変化す るかを示 して いる.異 なる地震動による これ らの被害数 と住民の地震 前後の各種 費用負担の

基本データ(表5-5)に 基づき,耐 震保証制度への加入率が0%,100%で ある時の建物 の全壊.半 壊 によ

図5-8 1万 棟 における被害建物数(1972-1981年 建築の住宅の場合)
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図5-9加 入率0%で の全壊時の費用負担の内訳 図5-10加 入率100%で の全壊時 の費用負担の内訳

図5-11加 入率0%で の半壊時の費用負担の内訳 図5-12加 入率100%で の半壊時 の費用負担の内訳

図5-13加 入率100%で の保証による支援 金支払いの内訳

図5-14加 入率100%で の各種公助 プログラムによる支払 いの内訳
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る家屋 ・家財の被害額 ・復 旧費用を算出す ると図5-9～5-12の 通 りとなる.加 入率が100%の 場合は,

地震動が0～40kine程 度で は,地 震被害による大きな被害額や復 旧費が発生 していな いため,費 用負担

総額 はほ とん ど耐震補強費用で 占め られる.地 震後の住民の収入 としては,耐 震補強保証制度による支

援金,兵 庫県南部地震時と同様の公助プログラムによる金銭的支援 を想定す る.保 証 による支援金 を全

壊時に耐震補強費用の2倍 相 当,半 壊時 に耐震補強費用相 当とし,1万 棟全てが保証制度の加入 した場

合の想定地震動に応 じた支払い額の推移を見ると図5-13と 通 りとなる.ま た,兵 庫県南部地震時 と同様

の公助 プログラムによる全半壊建物への金銭的支援 は図5-14の 通 りである.

これ らの知見を踏まえ,加 入率が0%～100%の 時 における,耐 震補強保証制度 による支援金 ・耐震補

強工事費用 ・地震後の支出 との収支を見ると,図5-15の 通 りとな った.こ こでは住民負担 として図5-3

と同様の6パ ターンを考 え,図5-15の(b)～(f)で は,想 定地震動が小 さな地域にお いて は建物被害発生

と比較 して耐震補強費用がかさむため,加 入率が0%か ら100%と な り保証制度が普及す るほ ど総負担額

が増加する.ま た,家 屋 ・家財の全支出,耐 震補強費用,補 強による支援金 との収支 を見た場合(図5-15(f))

は,PGVが45kine以 下の地域で制度普及 とともに負担総額が増加 した.一 方,PGVが45kine以 上の地

域では住民負担額 は制度 の普及 に伴い減少す るが,こ れ には二つの理 由がある.一 つは,耐 震補強実施

によ り被害を受ける建物が大幅に減 り,構 造 ・設備被害額,住 宅補修 費用が軽減 され るためであ り,二

つ 目に,提 案制度 による奨励金の取得 によって負担額が相殺されるためである.ま た,家 屋 ・家財の復

旧費との収支を見た場合(図5-5(d))に は,PGVが55kine以 下の地域で負担総額が増加 した.

また,公 助プ ログラムによる金銭的支援 も考慮 して,耐 震補強保証制度 による支援金 ・そ の他 の公助

による支援 ・耐震補強工事費用および地震後の支 出との収支を見る と,図5-16の 通 りとな った.想 定地

震動 の大きな地域では,建 物被害 に対 して保証制度と公助 プログラムによる支援金の両方をもらえるた

め,負 担額の総額が図5-15に 比べて小 さくなる.こ のため,家 屋 ・家財の全支出との収支 を見た場合(図

5-16(f))で は,制 度普及 に応 じた住 民側の負担総額が減少傾向に転ず る地震動の大きさがPGV50kineと

な り,公 助 による支援 を考慮 しなか った場合のPGV45kine(図5-15(f))に 比べて若干大き くなった.

次に,全 壊時の耐震補強保証制度 による支援金 を耐震補強費用183万 円の1倍 ～12倍(表5-8)ま で変

化 させた場合の,地 震前後 の費用負担の変化を見る.こ の場合,全 壊 ・半壊建物への保証による支援金

の支払い総額は,地 震動 と支援金の設定倍率に応 じて図5-17の 通 りに変化する.
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図5-15住 民側の地震前後の費用負担の変化(全 壊時の支援金:補 強費用の2倍)
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図5-16各 種公助プログラムによる支援 を考慮した場合の住民側の地震前後の費用負担 の変化

(全壊時の支援金:補 強費用の2倍)
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図5-17耐 震補強費用 との倍率 を変えた場合の保証による支援金総額 の変化

図5-18保 証 による支援金を変えた場合の住民側の地震前後の費用負担の変化

費用負担 として家屋 ・家財の全支出 ・耐震補強費用 ・保証による支援金 ・その他の公助による支援 を

考慮すると,保 証による支援金の設定に応 じた負担総額は図5-18の 通 りとなる.制 度加入率100%の カ

ーブの変化に着 目すると,保 証による支援 金が大きくなるにつれ,住 民負担額が軽減 されるのがわかる.

全壊時の保証支払いを耐震補強費用の7倍 とした場合(図5-18(d),PGVが45kine以 上の地域におい

て,制 度の普及 に伴い住 民側の負担総額が減少する.こ の値は図5-16(f)で はPGV50kineで あり,保 証

による支払 いを大きく設定す るほど,よ り地震動の小 さい地域 において も負担総額 の軽減が見 られた.
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